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自治労臨時・非常勤協議会が厚生労働副大臣と交渉

パート労働法の自治体臨時・非常勤等職員への適用拡大を！
公共サービスの最前線で働く非正規労働者の処遇改善を促進するため、パート労働法改正を

自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は2月24日、「地方自治体臨時・非常勤等職員の均等・均衡待遇措置」に関する要請を厚生労働省に行い、厚生労働省からは辻厚生労働副大臣が対応した。
はじめに、荻野副委員長から要請書を辻副大臣に手渡し、「非正規労働者の問題は大きな課題になっている。今日はパート労働法の自治体臨時・非常勤等職員への適用拡大について要請に参った。全国で働いている自治体臨時・非常勤等職員の代表者が来ているので、現場の実情を是非、聞いていただきたい」と述べた。
全国協議会の高橋議長、ほか幹事からは、要請事項について、現場の実態を訴えながら次のとおり述べた。
○自治体の臨時・非常勤等職員は、法の谷間におかれている。地方公務員法もパート労働法も適用されない。雇用年限もあり、経験が活かされない。民間では、賃金に経験要素を考慮した昇給はあるが、自治体の多くでは認めていない。公務サービスの最前線で働く非正規労働者の処遇改善を促進するため、パート労働法の改正をはかっていただきたい。
○兵庫県明石市では、保育士200人のうち正規は80人のみである。よって、非正規もクラス担任をしている。賃金は、月20日働き手取りで約12万円程度だ。雇用は３年で雇い止めとなる。担任をもちながら、3年後の一般公募の試験をめざしている。子どもに良いサービスをするには、処遇改善、雇用安定が必要だ。パート労働法の改正に力添えをお願いしたい。
○福井市は、民間委譲が進んでいる。民間にするか公共に残すか選択を迫られ、継続雇用に不安を抱えている。越前市の公民館の嘱託職員は、任期が３年で３年毎に試験を行っている。雇用の不安を抱えながら仕事をしている状況だ。パート労働法の適用によって、雇用不安がなくなるようよう状況にしていただきたい。
○町田の図書館で勤務している。図書館の非正規の司書は、全国から応募しほとんど新卒採用である。10年たっても待遇はほとんど変わらない。子どもを産めない、結婚もできないといった境遇にある。町田市の図書館は現在、正規が60人、非正規が100人で年々正規から非正規へ置き代わって増えている。任期の上限はまだ入っていないが、非正規の手取りは、15万円程度だ。都市部の図書館は、ほとんど非正規である。同じように仕事している労働者には同じような賃金にしていくべきだ。
○福岡市の男女共同参画センターで勤務している。私の職場は、非正規の雇用の上限が５年とされて、昨年、職員の雇い止めが発生した。私たちはＤＶ問題をはじめ女性に関わる相談業務を行っている。相談業務には経験が必要だが、５年で人が入れ替わるのでは、サービスが低下する。パート労働法の改正は、この流れを変えるものと思うので是非実現していただきたい。
○札幌市の学校職場で、学校徴収金事務の校務助手をしている。札幌市では300校くらいある。正規職員の補充に非正規の校務補助が増えている。しかし、夏休み、冬休みなどは勤務を要しない日となっているため、経済的に厳しい。賃金は日給制である。
これらに対して、辻副大臣は、次のとおり回答した。
◇公務と民間では、任用と雇用の違いがある。労働基準法も必ずしもすべての条項が地方公務員に適用とはなっていない。そこに根源がある。そのため、パート労働法も適用されていない。
◇そして、パート労働法を公務に適用させるとなると、厚生労働省は、それにむけては総務省、自治体との連携が現実的な課題になる。厚生労働省の立場から、すぐにどうするとお答えできるものではない。政治が考えなくてはならない課題である。
◇若い人が将来に明るい展望がもてない社会となっているのは問題である。働く者の幸せをどう高めて行くか、努力していきたい。
これに対して、荻野副委員長から、次のように要請した。
任用と雇用という違いはある。われわれは、総務省に対して働きかけをさらに強めていく。パート労働法の所管庁である厚生労働省としても、主体的に、さまざまな形で総務省に働きかけをしていただきたい。非正規や不安定雇用の問題は、まさに政権の課題である。
　片山前総務大臣は、先日（2月14日）の民主党の官製ワーキングプア問題解決促進議員連盟の講演で「パート労働法の自治体への除外規定を廃止すること、パート労働法の趣旨を踏まえた対応をするよう自治体に通達をすることは可能である」と述べていた。
また、総務省の公務員部は、「パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、会議等の場で各自治体に対し必要な助言や情報の提供等を行っていきたい」と述べている。
　これに対して、辻副大臣は、次のように述べた。
現在の川端総務大臣が「パート労働法を自治体に適用させる」と言わないと進んでいかない。自治体の臨時・非常勤等職員の問題は、大事なことだ。これからも、情報交換をし、連携をとり対応していきたい。
最後に自治労から、「厚生労働省の事務方（担当課）とも協議をさせていただきたい」と申し入れしたところ、辻副大臣からは、「それは良い。やっていただきたい」との回答を得て、この日の交渉を終了した。
2012春季要求書職場討議案②
Ⅰ　生活条件の改善について

１．基本賃金について

（１）全ての年代において、賃金の引上げを行うこと。

（２）初任給改善を行うこと。

（３）一時金の引上げを行うこと。

（４）給与構造改革における経過措置額は、対象が解消されるまで堅持すること。

（５）号給追加を行うこと。

２．諸手当について

（１）地域手当は、全県一律支給率を堅持し、条例規定の12％に向けて引き上げること。

（２）自宅に係る住居手当を堅持すること

（３）災害時等の迂回通勤に係る実費を弁償できるよう、早期に制度を確立すること。

３．休暇制度の充実について
（１）子の看護休暇の看護対象を拡大し「家族看護休暇」とすること。

（２）臨時的任用職員、非常勤職員の療養休暇を有給化すること。

（３）退勤時の特別休暇制度を全職員に適用すること。

Ⅱ　健康で働き続けられる労働条件の確立について

１．過重労働の撲滅について

（１）全庁に共通した次の超過勤務要因を解消すること。

①恒常的に超過勤務が行われている職場には、必要な人員を配置すること。

②予算調整について、時間外に亘ることのないよう予算調整課を指導すること。

③議会対応について、管理調整会議での申し合わせ事項を再度徹底すること。

④いわゆる「調査もの」について、時期や内容の重複を避けるなど、関係部署に徹底すること。

（２）職員に過重な負担を強い、効率的な事務執行の妨げとなっている「厳格な執行」を「適正かつ合理的な執行」に是正すること。必要な制度改正を国に働きかけること。

（３）時間外勤務手当については、人事院「超過勤務の縮減に関する指針」および厚生労働省「労働時間の適正な把握のために講ずべき措置に関する基準」「賃金不払い残業の解消をはかるために講ずべき措置等に関する指針」を遵守し、実効性のある時間外労働規制策や実際の労働時間の把握方法について労使で協議・策定をし、確認内容について協定化をはかること。

（４）時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。また、必要な時間外労働手当・休日労働手当財源を確保し、時間外労働・休日労働への不払いを撲滅すること。

２．人員について

（１）この間の人員削減について、前提となる業務量削減が確実に履行されているか検証を行い、業務量の削減を上回る人員削減が行われた所属について早急に人員配置を行うこと。
（２）欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

（３）短時間再任用職員が複数配置されている所属においては必要な人員配置を行うこと。

（４）メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続配置すること。

（５）職業訓練指導員について、西部方面技術校開校までに、最低限現在の欠員27名分を正規職員で配置するために、2012年度の採用計画を明らかにすること。

（６）児童相談所の福祉職について、職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと。

また、新年度の配置状況を明らかにすること。

３．災害時の備えについて

（１）東日本大震災の経験を踏まえ、「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結にむけて、早急に協議に入ること。
（２）直下型の震度7程度の地震に対する庁舎の診断を改めて行い、順次、建替えや補強を早急に行なうこと。

（３）廃止予定の公舎を活用し、災害時対応施設を整備すること。
Ⅲ　労働安全衛生の確立について

１．メンタルヘルス不全対策について

（１）職員健康管理センターに産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

（２）メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場については、産業医の監督のもとで、その原因を調査すること。

（３）予防対策

①主要合同庁舎等での精神科医による相談会等を定期的に実施するとともに職場巡回相談を充実させること。
②管理監督者研修をはじめ階層別研修におけるメンタルヘルス研修を一層充実させること。

（４）早期発見・早期ケア対策

①採用後半年経過の職員を対象に、保健師による面談を実施すること。

（５）復帰支援策

①リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

②復職支援計画全般を産業医が管理する体制とすること。

③リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害問題の解決の為、損害保険等の加入について検討すること。

（次号につづく）
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神奈川二者共闘

（県公務労協・県交通運輸労協）
春闘総決起集会
○日　時　　3月13日（火）18時～

○会　場　　反町公園（JR東神奈川駅近く）

連合春闘中央集会

○日　時　　3月6日（火）18時30分～

○会　場　　東京・日比谷公会堂


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































